
国土交通省 402億円 （8%）

・環境・リフォーム推進事業 330億円

・森林環境保全整備事業 47億円

・低公害車普及促進対策費補助 10億円

等

経済産業省 2,881億円 （57%）

・電源立地地域対策交付金 1,097億円

・住宅用太陽光発電導入支援対策費補助金

401億円

・新エネルギー等導入加速化支援対策費補助金

345億円

・エネルギー使用合理化事業者支援補助金

270億円

等

Ａ．京都議定書６％削減約束に直接の効果があるもの 5,029億円

別紙１

環境省 363億円 （7%）

・京都メカニズムクレジット取得事業費 214億円

・バイオ燃料導入促進関連事業 30億円

・国内排出量取引制度導入準備関係経費 22億円

等

その他省庁 24億円

A～Dの４分類ごとの府省別内訳等

農林水産省 1，359億円 （27%）

・森林環境保全整備事業 812億円

・水源林造成事業 244億円

・治山事業費（森林の整備を行うもの） 108億円

等



（注）21年度予算について、京都議定書目標達成計画関係予算の「京都議定書の6%削減約束に直接の効果が
あるもの」に該当すると考えられるものを集計したところ、計5,455億円であった。

森林吸収源対策

1,261億円（25%）

エネルギー転換部門の取組

2,165億円（43%）

うち ○原子力 1,139億円
○新エネルギー等 1,025億円

運輸部門の取組 159億円（3%）

【参考：「Ａ．京都議定書６％削減約束に直接の効果があるもの」の対策分野別内訳】

業務その他部門・家庭部門の取組

501億円（10%）

横断的施策等 94億円（2%）

低炭素型の都市・地域構造

17億円

京都メカニズムに関する対策・施策

447億円（9%）

産業部門（製造事業者等）の取組

366億円（7%）

エネルギー起源二酸化炭素以外の

排出削減対策・施策 19億円



B．温室効果ガスの削減に中長期的に効果があるもの 3,405億円

経済産業省 1,587億円（47%）

・新エネルギー技術研究開発 136億円

・省エネルギー設備等導入促進

リース事業支援 80億円

・省エネルギー革新技術開発 70億円

等

文部科学省 1,526億円 （45%）

・高速増殖炉サイクルの推進 451億円

・電源開発促進関連事業 317億円

等

環境省 58億円 （2%）

・地球温暖化対策技術開発等事業

（競争的資金） 50億円

等

国土交通省 13億円

・先導的都市環境形成促進事業 6億円

等

農林水産省 221億円 （6%）

・森林・林業・木材産業づくり交付金 71億円

・緑の雇用担い手対策事業費 29億円

等



C．その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの 2,167億円

農林水産省 848億円 （39%）

・治山事業費（林地を保全するもの）

559億円

・山林施設災害関連事業費 45億円

等

環境省 514億円 （24%）

・循環型社会形成推進交付金 468億円

等

経済産業省 343億円 （16%）

・原子力発電施設等周辺地域企業立地

支援事業費補助金 71億円

・核燃料サイクル交付金 41億円

等

国土交通省 438億円（20%）

・都市鉄道整備事業費補助 211億円

・地方バス路線運行維持対策 68億円

等

その他省庁 24億円



D．基盤的施策など 683億円

文部科学省 162億円 （24%）

・全球地球観測システム構築の推進

に必要な経費 111億円

・南極地域観測事業費 35億円

等

経済産業省 339億円（50%）

・国際エネルギー消費効率化等技術普及協力

事業 102億円

・地球環境適応型・本邦技術活用型産業物流

インフラ整備等事業 16億円

・カーボンフットプリント制度構築等事業 6億円

等

その他省庁 8億円

農林水産省 23億円（3%）

・森林吸収源インベントリ情報整備事業 5億円

等

国土交通省 107億円 （16%）

・静止地球環境観測衛星の整備

75億円

等

環境省 44億円 （6%）

・気候変動影響モニタリング・評価

ネットワーク構築等経費 3億円

等


